
施策評価シート

１　施策基本情報

基本政策間連携

3

2027年度目標値

3

交付件数（件/年度）

実施数（件/年度）

交付件数（件/年度）

名
称

柱を構成する主要事務事業 区分

1

3

指標の説明（単位）

施策等名称 企業の生産基盤強化と立地支援
体系番号 0401010402
主管課 商工課

指標の説明（単位）

主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

商工課

・中小企業者が新たに取得した資産の固定資産税増加相当分の補助及び労務環境改善等への設備投資等への補助。
・市内工業団地内の環境整備及び立地支援。

名
称

1

2

詳
細

3

指標の説明（単位） 計画策定時
2022年度目標値
2027年度目標値

1

基本政策間連携

4

①

現状と課題

茅野市は立地優位性を背景に、これまで精密機械工業を中心に様々な業種の企業立地が行われてきました。製造品出
荷額等は、リーマンショック以後、緩やかに増加しているものの、工業団地は造成から年月が経ち、生産基盤を支える各
種インフラの劣化や更新が必要な時期を迎えている。また、企業においては、技術革新や市場変化に応じて新たな設備
投資等への対応が求められている。この地域が、世界的な地域間競争に勝ち残っていくには、企業活動を支える強固な
経営基盤の維持や生産性の向上が不可欠であることから、企業の設備投資を促進し、立地する環境の整備の継続が必
要である。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

茅野市の製造業が将来にわたって持続していくには、市場ニーズを的確に捉え、適切な設備投資や設備更新を計画的に
行い、外部から新たな活力を取り入れていくことが求められている。また地域内の空き工場等の未利用資源を有効的に
活用しつつ、市内事業者の新たな事業拡大や生産性の向上、経営合理化に向けた工場や事務所等の増設等の取組の
円滑化を図るとともに、市外事業者の立地を促し、積極的な設備投資等の生産基盤強化が図られるよう必要な取組を進
める。

施
策
指
標

②

③

計画策定時

累計45件

指標名称

中小企業振興補助金交付件数

累計35件

累計50件

9件

7件

10件

工業団地内等環境整実施件数

労務環境等改善補助事業

名
称
企業の生産基盤強化と立地支援

施
策
の
柱
2

まちづくりの目標指標

施
策
の
柱
1

詳
細

まちづくりの目標指標

2

累計45件

累計35件

9件

7件

累計50件

1

10件補助金交付件数（件/年度）

補助金交付件数（件/年度）

主管課

区分

中小企業振興補助事
業

工業団地内等環境整
備事業

労務環境等改善補助
事業

1

2

実施

2

6

6

5

施
策
の
体
系

施
策
の
柱
3

まちづくりの目標指標

2022年度目標値
計画策定時

2027年度目標値
指標の説明（単位）

3

柱を構成する主要事務事業

整備実施件数（件/年度）

主管課

詳
細

基本政策間連携

3

5

4

6

企業立地支援事業費

4

柱を構成する主要事務事業 区分

1

5

2

計画策定時 2022年度目標値



２　指標等の推移と変動要因

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

変
動
要
因
等

柱1
労務環境等改善補助事業

10件

コロナ収束後、企業の受発注を見込んだ積極的な設備投資が増加要因。

創設３年目で企業間には周知されてきており、前年とほぼ同数の申請となっている。

茅野産業振興プラザコーディネータによる企業訪問が行われず制度周知できなかったためか、申請件数が減少。

茅野産業振興プラザコーディネータによる企業訪問が徐々に再開してはいるが制度周知できなかったためか、制度周知できなかったことと、省エネ関
連の別の補助金（市・県）があったため、申請件数が減少。

政府の働き方改革の浸透や茅野産業振興プラザコーディネータ等による制度周知が増加要因。

13 26 25 15 14

3

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

78.00 128.00 158.00 186.00累計50件 26.00

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

累計35件 31.43 57.14 85.71

柱1
工業団地内等環境整実施件数

7件 11 9 10

2

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

説明会等の制度周知と企業の受発注を見込んだ積極的な設備投資が増加要因。

対象年度の大型の設備投資案件が少なかったのが減少要因。政府の働き方改革の影響もあり、小規模の設備投資案件は労務環境等改善補助金
へシフト。

2023年度

柱1
中小企業振興補助金交付件数

9件 10 6 8 7 5

1

1

78.00

施策
労務環境等改善補助事業

10件 13 26

施策
工業団地内等環境整実施件数

7件 11 9

2

3

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

説明会等の制度周知と企業の受発注を見込んだ積極的な設備投資が増加要因。

対象年度の大型の設備投資案件が少なかったのが減少要因。政府の働き方改革の影響もあり、小規模の設備投資案件は労務環境等改善補助金
へシフト。

大型の設備投資案件があったものの、税制優遇措置等もあり、交付申請件数は目標を下回った。

対象年度の大型の設備投資案件が少なかったのが減少要因。

対象年度の大型の設備投資案件が少なかったのが減少要因。

施策
中小企業振興補助金交付件数

9件 10 6

施策等名称

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

0401010402
主管課

体系番号
企業の生産基盤強化と立地支援

2023年度

6

93.33

商工課

12

210.00

6

93.33

茅野産業振興プラザコーディネータによる企業訪問が徐々に再開してはいるが制度周知できなかったためか、制度周知できなかったことと、省エネ関
連の別の補助金（市・県）があったため、申請件数が減少。

累計35件 31.43 57.14 85.71 111.43 134.29

128.00 158.00 186.00

14

累計45件 22.22 35.56 53.33 68.89 80.00

施設の老朽化に伴う修繕や調整池や街路灯点検などの調査委託を実施したことが増加要因。

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

8 7 5

10 9 8

累計45件 22.22 35.56 53.33 68.89 80.00

12

168.57

2023年度 コロナ収束後、企業の受発注を見込んだ積極的な設備投資が増加要因。

変
動
要
因
等

2023年度 定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

変
動
要
因
等

2023年度 GX、省エネ関連の別の補助金（県）があったため、申請件数が減少。

変
動
要
因
等

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

新制度元年であったが、説明会やマスコミへの露出などが増加要因。企業から引き合いのある制度となっている。

政府の働き方改革の浸透や茅野産業振興プラザコーディネータ等による制度周知が増加要因。

創設３年目で企業間には周知されてきており、前年とほぼ同数の申請となっている。

茅野産業振興プラザコーディネータによる企業訪問が行われず制度周知できなかったためか、申請件数が減少。

25 15

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

累計50件 26.00

2023年度 定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

変
動
要
因
等

2023年度 GX、省エネ関連の別の補助金（県）があったため、申請件数が減少。

変
動
要
因
等

大型の設備投資案件があったものの、税制優遇措置等もあり、交付申請件数は目標を下回った。

対象年度の大型の設備投資案件が少なかったのが減少要因。

対象年度の大型の設備投資案件が少なかったのが減少要因。

施設の老朽化に伴う修繕や調整池や街路灯点検などの調査委託を実施したことが増加要因。

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

12

168.57111.43 134.29

9 8

12

210.00

定期的な団地整備に加え、支障木伐採を実施したことが、目標を上回った要因。

新制度元年であったが、説明会やマスコミへの露出などが増加要因。企業から引き合いのある制度となっている。



2021年5月28日 2022年5月30日 2023年10月19日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

大蔵　健司 大蔵　健司 大蔵　健司 佐藤　正和 佐藤　正和

五味　正忠 五味　正忠 五味　正忠 柳沢　正広 柳沢　正広

令和元年5月31日 2020年7月10日

重点
事務事業

1

・企業のAI,IoT化を促す
補助メニューを現行制度
で拡充した。
・災害により企業活動が
支障を来さないように工
業団地内の計画的な整
備を森林税事業や中部
電力などと連携し進め
る。
・企業の経営基盤強化
に向けた国等の補助制
度等を促す支援を行う。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

・企業の設備投資マイン
ドを後方支援する制度
設計を心がけていく。
・災害により企業活動が
支障を来さないように工
業団地内の計画的な整
備を森林税事業や中部
電力などと連携し進め
る。

・企業のAI,IoT化を促す
補助メニューを現行制度
で拡充していく。
・災害により企業活動が
支障を来さないように工
業団地内の計画的な整
備を森林税事業や中部
電力などと連携し進め
る。

中小企業振興補助事業
及び労務環境等改善補
助事業を通じ、生産性を
高める設備投資に対し
後方支援を行っていく。
県外のIT企業誘致のた
めの支援制度を継続す
る。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化

理　由

1 1 1

(R4評価)

・中小企業振興補助金の申請件数は目

標を下回ったが、大規模設備投資が

あった。

・労務環境等改善補助金にAI・IoT化に

関する補助を加えたが、申請はなかっ

た。

・県外IT企業誘致補助についても申請

はなかった。

（総括評価）

・中小企業振興補助金申請件数は見込

んでいた数値よりは下回ったものの、大

規模案件があり、設備投資の下支えに

なっている。

・労務環境等設備補助金は創設以来安

定して活用があり、企業からの評価も

高い制度となっている。IT関係の立地

はワークラボ内に留まっている。

（R4・総括評価共通）
・企業立地相談や空き工
場の問い合わせがあるも
のの、物件不足等にある。
・工場のAI,IoT化に向けた
取組やゼロカーボンに対
応した企業の経営基盤強
化が急務である。
・工業団地は、造成から30
年を超え、樹木管理等の
経費が嵩む傾向にある。

・中小企業振興補助金
の申請件数は目標を下
回ったが、大規模設備
投資があった。
・労務環境等改善補助
金にAI・IoT化に関する
補助を加えたが、申請
はなかった。
・県外IT企業誘致補助に
ついても申請はなかっ
た。

・30年度新設の労務環
境等改善補助金を広く
周知を行い、中小企業
振興補助事業を含めた
設備投資マインドを促
し、後方支援を行う。

労務環境等改善補助金
制度にAI,IoT化のメ
ニューを追加し、デジタ
ル技術対応を支援す
る。
中小企業振興補助事業
を通じ、生産性を高める
設備投資に対し後方支
援を行っていく。

中小企業振興補助事業
及び労務環境等改善補
助事業を通じ、生産性を
高める設備投資に対し
後方支援を行っていく。
県外のIT企業誘致のた
めの支援制度を継続す
る。

（R4・総括評価共通）
・企業のAI,IoT化を促す
補助メニューを現行制度
で拡充した。
・災害により企業活動が
支障を来さないように工
業団地内の計画的な整
備を森林税事業や中部
電力などと連携し進め
る。
・企業の経営基盤強化
に向けた国等の補助制
度等を促す支援を行う。

1

1

・企業立地相談や空き工場
の問い合わせがあるもの
の、物件不足等にある。
・工場のAI,IoT化に向けた
取組が急務である。
・工業団地は、造成から30
年を超え、樹木管理等の経
費が嵩む傾向にある。
・ゼロカーボンに対応した企
業の経営基盤強化が必要
となっている。

・企業のAI,IoT化を促す
補助メニューを現行制度
で拡充した。
・災害により企業活動が
支障を来さないように工
業団地内の計画的な整
備を森林税事業や中部
電力などと連携し進め
る。

1 1

労務環境等改善補助金
を見直し、AI,IoT化等の
デジタル技術対応を支
援する。
中小企業振興補助事業
を通じ、生産性を高める
設備投資に対し後方支
援を行っていく。
県外のIT企業誘致のた
めの支援制度を創設す
る。

1

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

・30年度新設の労務環
境等改善補助金は申請
件数が1３件あり、企業
の設備投資へのマインド
を高めた。
・丸山工業団地の2区画
の土地売買が完了し、
工業団地の維持管理は
計画的な管理を行えた。

・中小企業振興補助金
案件の大規模設備投資
は少なかったものの、政
府の働き方改革を踏ま
え、労務環境を見直す
企業支援に努めた。
・丸山工業団地では、1
社操業し、2020年にも1
社が立地する予定。

・中小企業振興補助金
の申請件数は目標を下
回ったが、大規模設備
投資があった。政府の
働き方改革を踏まえ、労
務環境を見直す企業支
援に努めた。
・丸山工業団地では、
2021年に1社が操業開
始予定。

課
題

・企業立地相談や空き
工場の問い合わせがあ
るものの、物件不足等に
より誘致を逃している状
況にある。
・工業団地は、造成から
30年を超え、調整池や
管理地の樹木管理等経
費が嵩む傾向にある。

・企業立地相談や空き
工場の問い合わせがあ
るものの、物件不足等に
ある。
・工場のAI,IoT化に向け
た取組が急務である。
・工業団地は、造成から
30年を超え、調整池や
管理地経費が嵩む傾向
にある。

・企業立地相談や空き
工場の問い合わせがあ
るものの、物件不足等に
ある。
・工場のAI,IoT化に向け
た取組が急務である。
・工業団地は、造成から
30年を超え、樹木管理
等の経費が嵩む傾向に
ある。

平澤　浩二

両角　敏行

2024年7月12日

商工課

（単位：円）

2018年～2023年（総括）

26,462,700 1.09

26,462,700 1.09

順調

・中小企業振興補助金
申請件数は見込んでい
た数値よりは下回ったも
のの、大規模案件があ
り、設備投資の下支えに
なっている。
・労務環境等設備補助
金は創設以来安定して
活用があり、企業からの
評価も高い制度となって
いる。IT関係の立地は
ワークラボ内に留まって
いる。

1.08

1.08

24,182,894

24,182,894

順調

2022年　（前年度比）

1

中小企業振興補助事業
及び労務環境等改善補
助事業を通じ、生産性を
高める設備投資に対し
後方支援を行っていく。
県外のIT企業誘致のた
めの支援制度を継続す
る。

・企業立地相談や空き
工場の問い合わせがあ
るものの、物件不足等に
ある。
・工場のAI,IoT化に向け
た取組やゼロカーボンに
対応した企業の経営基
盤強化が急務である。
・工業団地は、造成から
30年を超え、樹木管理
等の経費が嵩む傾向に
ある。

順調

0401010402
主管課

体系番号
企業の生産基盤強化と立地支援

投資額

(2018年
～2023
年(総
括)につ
いては
2023年
の実績
を記載)

中小企業振興補助金・
労務環境等改善補助金
共に申請件数が見込み
より少なかったため。

1.17

1.1726,586,055

22,363,009

22,363,009

0.84

0.84

26,240,530

26,240,530

22,451,968

22,451,968

・企業のAI,IoT化を促す
補助メニューを現行制度
で拡充した。GXの補助
率も嵩上げした。
・災害により企業活動が
支障を来さないように工
業団地内の計画的な整
備を森林税事業や中部
電力などと連携し進め
る。
・企業の経営基盤強化
に向けた国等の補助制
度等を促す支援を行う。

1

施策等名称

３　評価・改革改善

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比）

0.86

0.86

中小企業振興補助金の
申請件数が見込みより
少なかったため。

大型の設備投資があっ
たことから中小企業振興
補助金が増えた。

26,586,055

重点化する
施策の柱

事業費(円)

うち一財(円)

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

進捗評価 順調 順調 順調


